
保 険 診 療 へ の 消 費 税 ゼ ロ 税 率 課 税 （ 免 税 措 置 ） を 求 め る  

意 見 書  

 

政 府 は 平 成 2 9年 ４ 月 に 消 費 税 率 を 1 0％ に す る こ と を 決 定 し 、 同 時

に 軽 減 税 率 を 導 入 す る た め 、 与 党 税 制 協 議 会 に お い て 今 年 秋 ま で に

軽 減 税 率 の 対 象 業 種 、 品 目 等 を ま と め よ う と し て い る 。  

保 険 診 療 は 消 費 税 法 上 、 社 会 政 策 的 配 慮 に よ り 非 課 税 扱 い と 規 定

さ れ て い る が 、 医 療 器 械 等 の 購 入 費 用 は 課 税 対 象 で あ り 、 医 療 機 関

は 仕 入 税 額 控 除 が で き ず 、 最 終 消 費 者 と し て 消 費 税 を 負 担 し て い る 。  

こ の 対 応 と し て 、 消 費 税 導 入 及 び 増 税 時 に 診 療 報 酬 へ の 補 填 が 行

わ れ た が 、 医 療 機 関 が 個 々 に 負 担 し た 消 費 税 を 、 診 療 報 酬 で 還 元 す

る の は 不 可 能 で あ り 、 抜 本 的 な 解 決 が 必 要 で あ る 。  

医 療 費 抑 制 政 策 の も と 、 消 費 税 率 が 1 0％ に な れ ば 医 療 機 関 の 消 費

税 負 担 も さ ら に 増 加 す る こ と が 見 込 ま れ る 。 こ れ に 対 し 、 ゼ ロ 税 率

を 適 用 す れ ば 課 税 化 し て も 患 者 に 消 費 税 の 負 担 は な く 、 医 療 機 関 も

仕 入 れ に 伴 う 消 費 税 額 に つ い て 還 付 申 告 を 行 う こ と で 、 い わ ゆ る 損

税 負 担 が 解 消 さ れ る 。  

よ っ て 、 国 に お い て は 、 保 険 診 療 へ の 消 費 税 に つ い て 非 課 税 か ら

課 税 に 改 め る と と も に 、 ゼ ロ 税 率 を 適 用 し 、 実 質 免 税 措 置 と す る よ

う 求 め る 。  

以 上 、 地 方 自 治 法 第 9 9条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 す る 。  

 

  平 成 2 7年 ６ 月 2 4日  

 

意 見 書 提 出 先  

内 閣 総 理 大 臣 ／ 財 務 大 臣 ／ 厚 生 労 働 大 臣  


